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第２章 フィリピン

１.概要・経済状況

・人口：1億98万人（2015年フィリピン国勢調査）

・面積：29.9万k㎡（日本の約80%）

・名目GDP：3,043億㌦（2016年IMF推計）

・1人あたりGDP：2,947㌦ （2016年IMF推計）

・経済成長率：6.8%（2016年フィリピン国家統計局）

2015年度には中国経済の低迷、世界的な資源安などの影響を受けてGDPは減速したが内需は堅調に拡大した。アキノ前政権が掲げていた

インフラ関連支出をGDP比5%まで引き上げる計画に基づき、高速道路や鉄道の建設、地方空港などの12のインフラ開発プロジェクトが動き出

している。ドゥテルテ政権はインフラ支出を加速させ、GDP比7%を目指すとしている。また民間企業によるコンドミニアムなどの住宅開発や商業

施設の大型開発計画などの建設投資が今後も堅調に推移するとみられている。

・物価上昇率：1.8%（ 2016年フィリピン国家統計局）

・失業率：5.7%（ 2016年フィリピン国家統計局）

・総貿易額：輸出574.1億㌦、輸入841.1億㌦

（ 2016年フィリピン国家統計局）

・対日貿易額：輸出10,092億円、輸入11,468億円

（2016年財務省貿易統計）

フィリピンの各種指標

＜GDP推移＞
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第２章 フィリピン

２．エネルギー需給構成

・IEAによると、フィリピンの最終エネルギー消費量は、2015年時点で29,601ktoeと1990年対比51%増であるが、2000年～2010年頃まで停滞し

ている。主に石油製品、バイオマス燃料の消費の落ち込みが大きい。

・電力消費量は2015年で67,808GWh、1990年対比320%と大きく伸びている。人口あたり電力消費量も概ね堅調な伸びを示している。

・電力源は石炭が最も多く36,686GWｈ（44.5%）、次いで天然ガス18,878GWｈ（22.9%）、地熱11,044GWh(13.4%）、水力8,665GWｈ（10.5%）となって

いる。元々は石油が主力であったが、2000年前後頃から石炭、ガスが大きく伸びている。

・フィリピンは島嶼部が多く全国的なエネルギー供給インフラ網の整備が困難な状況。日本と同様に台風など自然災害が多いことも特徴。

・1990年から2015年の間に、LPガスの消費量は3.6倍に増加。輸入量は5.2倍と大幅な伸びを示している。
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第２章 フィリピン

３．LPガス業種別普及状況・業種別需要見通し

・フィリピンのLPガス需要は、2016年時点で148万㌧となっており、今後も年7～10%の需要拡大が見込まれている。用途別では、家庭用が56%、

工業用が26%、商業用が14%、自動車用が4%となっている。地域別では、ルソン島が全体の78%を占め、ビサヤ諸島が13%、ミンダナオ島が9%

となっている。エネルギー消費全体に占めるLPガスの比率は約6%となっている。

・家庭用エネルギーは薪・炭などのバイオマス燃料が中心で、調理用燃料に占めるLPガスの比率は約40%と

なっている。また温暖な気候のため給湯の需要は少ない。2013年に起きた、メトロマニラ（マニラ首都圏）

ダギッグ市ボニファシオ・グローバルシティーの住宅地セレンドラの爆発事故を受けて、LPガスを導入した

マンションの建設は行われておらず、家庭用エネルギーとして電化の動きが進んでいる。

・フィリピンでは主要都市部において、交通渋滞に伴う自動車排ガス由来の大気汚染が

深刻化している。

・「交通セクターにおける低汚染・低排出に向けたフィリピン国家環境行動計画 2011-2016 」

に関連してエネルギー省がLPG車の導入目標台数を設定している。

LPガス消費量
部門別比率 地域別比率

エネルギー消費内訳

出所：IPG Growing LPG Market in the Philippines（2017/3）

調理用燃料比率

出所：オリエンタルコンサルタンツグローバル/フィリピン共和国マニラ首都圏における電動ジ

プニー導入を通じた低炭素都市取組推進に係るJCM実現可能性調査報告書（2017/3）

自動車の導入目標台数
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第２章 フィリピン

４．LPガスの政策面で位置づけ

・Philippine Energy Plan 2007Updateでエネルギー自給率の向上と国際競争力のあるエネルギーセクターの促進を課題として、自国エネル

ギーの探索（開発、利用）の促進、代替エネルギー開発の促進、代替燃料の利用促進、省エネ促進を目標として取り組んできた。

・住宅セクターでは、薪・木炭などの燃料使用の低減のために電気とともにLPガスへの転換が必要となってくる。また、「交通セクターにおける

低汚染・低排出に向けたフィリピン国家環境行動計画 2011-2016」においてクリーン燃料促進の一環として、LPガス車の導入が目標として掲

げられている

（行政機関）

・DOEがエネルギー分野の監督官庁で政策全般を管轄。エネルギー政策の策定、各種規制の制定、遂行、緩和、撤廃、エネルギー関連事業

の民営化、エネルギー資源開発計画の策定、遂行、省エネルギーの推進などを行う。

・DOEの構成部局・・・エネルギー資源開発局 Energy Resource Development Bureau /

エネルギー利用管理局 Energy Utilization Management Bureau /エネルギー政策及び

計画局 Energy Policy and Planning Bureau /石油産業管理局 Oil Industry 

Management Bureau /電力産業管理局 Electric Power Industry Management Bureau /

再生可能エネルギー管理局 Renewable Energy Management Bureau 

・DOEに附属する組織と企業・・・国家バイオ燃料委員会（National Biofuels Board、NBB） /

国営電力公社（National Power Corporation、NPC） /国営送電公社（National 

Transmission Corporation、TransCo） /国家電化庁（National Electrification 

Administration、NEA） /フィリピン国営石油会社（Philippine National Oil Company、

PNOC） /電力部門資産・負債管理公社（Power Sector Assets and Liabilities 

Management Corporation、PSALM Corp）
出所：DOE

DOE組織図
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第２章 フィリピン

５．LPガスに関する法整備状況

・DOE通達（Circular/Department Circular DC2014-01-0001）において、LPガス事業活動をImporters, Refiners, Refillers, Marketers，Dealers, 

Retail outlets等に区分し、事業実施に際してのStandards Compliance Certificateの取得、事業者の要件、責務、報告等を規定。

・ブランド所有者の許可を得ない他者の充填、ローリー等から直接充填、LPガス以外の物質充填による重量偽装等を違法充填として明文化。

・違法行為を行う事業者が多数存在するため法律による厳格な規制を行うべく、「LPガス産業規制および安全法案」/（LPG Industry 

Regulation and Safety Act of 2016.）を策定し、2015年夏に下院（House of Representatives）を通過し、現在上院（Senate）で審議中。

・同法案は事業実施時のStandards Compliance Certificateの取得義務に替え、DOEが一元的に交付するLicense制を導入。また、監督規制

機関の明確化や違反行為と罰金の厳格化等を図っている。罰則関係条文は、法文全62条のうち29条にわたる。

・他方、LPガス業界、政府機関が協調して消費者の安全確保を図っていくための”Philippine LPG Cylinder Improvement Program” の

実施に必要な仕組み・規則等を策定していくことも規定されている。

出所：DOE通達を元に石油情報センター作成

LPガス事業者形態図 各種関連規制一覧
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第２章 フィリピン

６．流通構造・インフラ整備状況

・国内2カ所の製油所でLPガス消費量全体の約4割が生産、約6割は輸入。

（Philipinas ShellのTabangao製油所･･･11万BPD/ルソン島バタンガス州・BatangasとPetoronのLimay Bataan製油所･･･18万BPD/バターン州)

・ LPガスマーケットシェアは、Petronが3分の１以上を占め、Liquigaz、Prycegas、Isla Gasと続いている。

・Petronはサン・ミゲルが資本参加するフィリピン最大の石油精製会社。LPガスにおいてはGasulとFiestaのブランドを用いて販売を行っている。

・LiquigazはオランダのLPガス会社であるSHV Energyの子会社であったが、SHVがフィリピンのLPガスから撤退し、現在はCanaria Holdings 

Corp.が所有している。

・Isla Petroleum & Gasは、フィリピンのエネルギー企業、Isla Petroleum & Energy(IP&E)社と伊藤忠商事・伊藤忠エネクスが出資する合弁会社

で、シェルのフィリピンでのLPガス事業を買収してフィリピンでLPガス事業を展開している。SolaneのブランドでLPガスを販売している。

・PryceGasは産業用などの販売は行わず、委託充填などを主に行っている。またPrtronasはフィリピンのLPガス事業から撤退し、Phoenixが事

業を引き継いでいる。他に、S.PacificとBrentonを含めた7社がインポーターと言われている。

・LPガスの輸入基地は全国で28カ所ある。内訳はルソン島に7カ所（貯蔵容量47,000㌧）、ビサヤ諸島に13カ所（貯蔵容量16,000㌧）、ミンダナ

オ島に8カ所（貯蔵容量10,000㌧）となっている。

LPガス事業者別シェア 各社のLPガス受入基地

出所：DOE資料

ルソン島地区のLPガス輸入基地
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第２章 フィリピン

７．LPガス価格決定方法

・小売価格は基本的に市場価格。CPリンクとWPPリンクの2形態に

なっている。

・CPリンクは当月CP+fixed premium。WPPリンクはWholesales Posted

Priceの略で各社が月に1回発表する価格。CP発表後に元売各社は

DOEに自社販売上限値を通知し、各社ごとにMSRR（Maximum 

Suggested Retail Price/最高販売価格）をDOEのウェブサイトで発表し、

一旦設定されると、上限値を超えて販売することは不可となっている。

・初回はシリンダーと中身を購入し、2回目以降は中身代金のみで、

同一ブランドの充填済みシリンダーとの交換となる。

・すべての石油会社、LPガスディーラーに エネルギー産業局への、

LPガス価格表の提出を義務付けており（毎月20日/EIAB MEMO-

RANDUM CIRCULAR NO. 97-04-003 ）、集計表をエネルギー省の

ホームページで毎月公表している。

DOEが公表するLPガス価格表

出所：Department of Energy HP
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第２章 フィリピン

８．外資規制等

・1991年外国投資法（共和国法第7042号/1996年改正）により、外国資本の投資が規制・禁止される業種をネガティブリストA・Bにおいて

定めている。（ネガティブリストは2015年5月改定/第10次リスト）

＜リストA＞

外国人による投資・所有が、憲法および特別法により禁止・規制されている分野

≪外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野≫

「3.払込資本金額が250万㌦未満の小売業」

≪外国資本が40%以下に制限されている分野≫

「17.天然資源の探査・開発・利用（大統領が承認する資金・技術支援契約に基づく場合、外国資本100%参入可）」、「18.私有地の所有」、

「22. 国有・公営・市営企業への材料、商品供給契約」

＜リストB＞

安全保障、防衛、公衆衛生、公序良俗の脅威、中小企業保護の観点から 外国人による投資・所有が規制されている分野

≪外国投資が 40%以下に制限されている分野≫

「6. 払込資本金額 20 万㌦未満の国内市場向け企業 」、「7. 先端技術を有するか、50 人以上を直接雇用し、払込資本金額 10 万㌦未

満の国内市場 向け企業」

・ 外国企業、および外国人による土地の所有は認められておらず、外国人投資家は投資目的のみに利用される土地を、リース期間最長50年、

更新1回限り25年でリースすることができる。投資のみを利用目的としない場合、期間最長25年、更新1回限り25年でリースすることができる。
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第２章 フィリピン

９・LPガス機器の調達状況

・フィリピンでは、風呂・シャワーは電気を使用し、LPガスは調理のみに使う家庭が多い。シリンダーは屋内でキッチンに設置する家庭が多い

（屋外だと盗まれるため）。基本的にシリンダーはエンドユーザーが購入するが、空になったら充填済みのシリンダーと交換となる

（シリンダーが不良の場合もある）。

・1口コンロや2口コンロなどが性能により概ね、500ペソ（1,100円）から3,000ペソ（6,600円）で販売されている。通常のテーブルコンロの他、

レンジフードやビルトインコンロ、フリースタンディングオーブンなどの上位モデルも売れている。フィリピンではガス販売店が器具を売ること

は多くない。ショッピングモールの家電売場、ホームセンターを通じて販売されることが多い。

・SM（Shoe Mart）グループは全国に約50のショッピングモール、約200のスーパーマーケットを展開しており、マニラ湾の埋立地に2006年に

アジア最大級のショッピングモールをオープン。店舗内に大型家電量販店に近い商品構成の「SM appliance」があり、各種調理用コンロも

数多く並べられている。

SM applianceに展示されているリンナイ製品SMモールオブアジアとSMデパートメントストアマカティ
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第２章 フィリピン

１０．日本企業以外の海外企業進出状況・展開事例

・JETRO世界貿易投資報告2012による2011年1月～2012年5月の投資案件

まとめでは、2011年11月の米国インフラ開発会社ユニバーサル・リソース・

デベロプメントによる再生エネルギー・サービス会社トゥルー・グリーン・

エナジー株式25.5%（16億8,942万㌦）取得などの大型投資が発生している。

同社は低価格住宅50万戸をサンフェルナンドに建設する予定。

・サービス産業では中国の大手ホテル傘下・錦江之星による、フィリピン地場

のリワイワイ（上好佳）と合弁で国内28カ所に格安ホテル・チェーンを展開

する計画がある。

・その他オランダの乳業最大手であるロイヤル・フリースランド・カンピーナに

よるアラスカ・ミルクの株式追加取得3億239万㌦などの大型案件がある。

主な投資案件

出所：JETRO世界貿易投資報告2012




